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(28) 試 験 問 題 (午前の部) 

 

注     意 

 

⑴ 別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受験番

号及び氏名を必ず記入してください。答案用紙に受験地及び受験番号をマークするに当たっ

ては，数字の位を間違えないようにしてください。 

⑵ 試験時間は，２時間です。 

⑶ 試験問題は，全て多肢択一式で，全部で 35 問あり，105 点満点です。 

⑷ 解答は，答案用紙の解答欄に，正解と思われるものの番号の枠内を，答案用紙に印刷され

ているマーク記入例に従い，濃く塗りつぶす方法で示してください。 

⑸ 解答欄へのマークは，各問につき 1 か所だけにしてください。二つ以上の箇所にマークが

されている欄の解答は，無効とします。解答を訂正する場合には，プラスチック消しゴムで

完全に消してから，該当欄の枠内をマークしてください。答案用紙への記入は，鉛筆（ＨＢ）

を使用してください。該当欄の枠内をマークしていない解答及び鉛筆を使用していない解答

は，無効とします。 

⑹ 答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません（試験時

間終了後，これらを記入することは，認められません。）。 

⑺ 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。 

⑻ 試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められませ

ん。 

⑼ 試験時間中，不正行為があったときは，その答案は，無効なものとして扱われます。 

⑽ 試験問題に関する質問には，一切お答えいたしません。 

⑾ 試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。 
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第 1 問 取材の自由に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っている

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 報道機関による事実の報道の自由は，表現の自由を規定した憲法第 21 条の保障の

もとにあり，また，このような報道機関の報道が正しい内容をもつためには，報道の

自由とともに，報道のための取材の自由も，憲法第 21 条の精神に照らし，十分尊重

に値する。 

イ 報道機関の国政に関する取材行為は，取材の手段・方法が一般の刑罰法令に触れる

行為を伴う場合はもちろん，その手段・方法が一般の刑罰法令に触れないものであっ

ても，取材対象者である国家公務員の個人としての人格の尊厳を著しく蹂躙する等法

秩序全体の精神に照らし社会観念上是認することのできない態様のものである場合に

も，正当な取材活動の範囲を逸脱し違法性を帯びる。 

ウ 憲法が裁判の対審及び判決を公開法廷で行うことを規定しているのは，手続を一般

に公開してその審判が公正に行われることを保障する趣旨にほかならず，公判廷の状

況を一般に報道するための取材活動として行われる写真撮影は，その後に行われる報

道を通じて審判の公正の担保に資する点で正にこの趣旨に合致するものであるから，

取材のための公判廷における写真撮影の許可を裁判所の裁量に委ねることは，許され

ない。 

エ 国家の基本的要請である公正な刑事裁判を実現するためには，適正迅速な捜査が不

可欠の前提であるが，取材により得られたビデオテープを証拠として押収することに

ついては，付審判請求事件を審理する裁判所の提出命令に基づき提出させる場合より

も，裁判官が発付した令状に基づき検察事務官が差し押さえる場合の方が，取材の自

由に対する制約の許否に関して，より慎重な審査を必要とする。 

オ 報道関係者の取材源の秘密は，民事訴訟法第 197 条第 1 項第 3 号の｢職業の秘密｣に

当たるが，取材源の秘密が保護に値する秘密であるかどうかは，秘密の公表によって

生ずる不利益と証言の拒絶によって犠牲になる真実発見及び裁判の公正との比較衡量

により決せられる。 

(参考) 

憲法 

第21条 集会，結社及び言論，出版その他一切の表現の自由は，これを保障する。 

2 検閲は，これをしてはならない。通信の秘密は，これを侵してはならない。 

民事訴訟法 

第 197 条 次に掲げる場合には，証人は，証言を拒むことができる。 
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一・二（略） 

三 技術又は職業の秘密に関する事項について尋問を受ける場合 

2  (略） 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 
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第 2 問 主権の概念には，①国家権力そのもの（国家の統治権），②国家権力の属性としての最

高独立性，③国政についての最高の決定権という三つの異なる意味があるとされてい

る。次のアからオまでの記述のうち，下線部分の語句が①の意味で用いられているもの

の組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア われらは，いづれの国家も，自国のことのみに専念して他国を無視してはならない

のであつて，政治道徳の法則は，普遍的なものであり，この法則に従ふことは，自国

の主権を維持し，他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。（憲法

前文） 

イ 日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州及四国並ニ吾等ノ決定スル諸小島ニ局限セラル

ベシ（ポツダム宣言第 8 項） 

ウ 天皇は，日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつて，この地位は，主権の存

する日本国民の総意に基く。（憲法第 1 条） 

エ 国会は，国権の最高機関であつて，国の唯一の立法機関である。（憲法第 41 条） 

オ 日本国民は，正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し，われらとわれ

らの子孫のために，諸国民との協和による成果と，わが国全土にわたつて自由のもた

らす恵沢を確保し，政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにする

ことを決意し，ここに主権が国民に存することを宣言し，この憲法を確定する。（憲

法前文） 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第 3 問 司法権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組

合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 大学における単位認定行為は，一般市民法秩序と直接の関係を有するものであるこ

とを肯認するに足りる特段の事情のない限り，大学の内部的な問題として，司法審査

の対象とならない。 

イ 国会議員の資格に関する争訟は，法律上の争訟であるから，司法審査の対象とな

る。 

ウ 下級裁判所の裁判官は，司法権の独立の観点から，最高裁判所によって任命され

る。 

エ 再審を開始するか否かを定める刑事訴訟法の手続は，刑罰権の存否及び範囲を定め

る手続ではないから，公開の法廷における対審の手続によることを要しない。 

オ 裁判所は，政治犯罪，出版に関する犯罪又は憲法第 3 章で保障する国民の権利が問

題となっている事件を除いて，裁判官の過半数をもって，公の秩序又は善良の風俗を

害するおそれがあると決した場合には，非公開で対審を行うことができる。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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以下の試験問題については，国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）

の適用は考慮しないものとして，解答してください。 
 

第 4 問 不在者の財産の管理人（以下｢管理人｣という。）に関する次の 1 から 5 までの記述のう

ち，判例の趣旨に照らし正しいものは，どれか。 

1  不在者が管理人を置いた場合には，その不在者の生死が明らかでなくなったとして

も，利害関係人は，その管理人の改任を家庭裁判所に請求することができない。 

2  不在者が管理人を置いていない場合においても，その不在者が生存していることが

明らかであるときは，利害関係人は，管理人の選任を家庭裁判所に請求することがで

きない。 

3  家庭裁判所が管理人を選任した後，不在者が従来の住所において自ら管理人を置い

た場合には，家庭裁判所が選任した管理人は，その権限を失う。 

4  家庭裁判所が選任した管理人は，家庭裁判所の許可を得ないで，不在者を被告とす

る建物収去土地明渡請求を認容した判決に対し控訴することができる。 

5  家庭裁判所が選任した管理人がその権限の範囲内において不在者のために行為をし

たときは，家庭裁判所は，不在者の財産の中から，管理人に報酬を与えなければなら

ない。 
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第 5 問 Ａは，Ｂから代理権を授与されていないにもかかわらず，Ｂの代理人と称して，Ｃと

の間でＢ所有の甲土地の売買契約（以下｢本件売買契約｣という。）を締結した。この事例

に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せ

は，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

なお，本件売買契約に関する行為は，商行為には当たらないものとする。 

ア 本件売買契約の締結後にＢがＡに対して追認をした場合において，追認の事実をＣ

が知らないときは，これをＣに対抗することができない。 

イ 本件売買契約の締結後にＣがＢに対し相当の期間内に追認をするかどうかを確答す

べき旨の催告をした場合において，Ｂがその期間内に確答をしないときは，Ｂは，本

件売買契約に基づく責任を負う。 

ウ 本件売買契約の締結後にＢが追認を拒絶した場合には，その後にＡがＢを単独で相

続したとしても，本件売買契約は有効にならない。 

エ 本件売買契約の締結後にＡが他の相続人と共にＢを共同相続した場合には，当該他

の相続人が追認を拒絶したとしても，Ａの相続分に相当する部分において，本件売買

契約は有効になる。 

オ 本件売買契約の締結後にＡがＢから甲土地の譲渡を受けた場合においても，Ｃは，

その選択に従い，Ａに対し，履行の請求又は損害賠償の請求をすることができる。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第 6 問 ＡとＢとは，Ａ所有の中古自動車（以下｢本件自動車」という。）をＢに対して代金 150

万円で売り，Ｂが代金のうち 50 万円を直ちに支払い，残代金をその 2 週間後に本件自

動車の引渡しと引換えに支払う旨め合意をした。この事例に関する次のアからオまでの

記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，ど

れか。 

ア Ｂは，引渡しを受けた本件自動車のエンジンが壊れていたため，Ａに対し，瑕疵担

保責任に基づいて損害賠償の請求をすることを考えている。この損害賠償請求権の消

滅時効は，Ｂが本件白動車の引渡しを受けた時から進行する。 

イ Ｂは，約定の履行期が経過してもＡが本件自動車の引渡しをしないため，売買契約

に基づいて本件自動車の引渡しを請求することを考えている。この引渡請求権の消滅

時効は，ＢがＡに対して残代金に係る弁済の提供をした時から進行する。 

ウ Ｂは，残代金を支払わないうちに被保佐人となったが，保佐人の同意を得ないで残

代金の支払債務の承認をした。この場合には，ＡのＢに対する残代金の支払請求権に

ついて，時効中断の効力は生じない。 

エ Ａは，約定の履行期に本件自動車を引き渡したが，Ｂが残代金の支払をしないた

め，Ｂに対し，残代金のうち 60万円について，一部請求である旨を明示して，代金

支払請求の訴えを提起した。この訴えの提起によっては，残代金のうち残部の 40万

円の支払請求権について，裁判上の催告としての時効中断の効力は生じない。 

オ Ａは，約定の履行期に本件自動車を引き渡したが，代金は 50 万円であって支払済

みである旨主張し始めたＢから，債務不存在確認の訴えを提起された。この訴訟にお

いて，ＡがＢに対する残代金の支払請求権の存在を主張して請求棄却の判決を求めた

場合には，この支払請求権について，時効中断の効力が生ずる。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第 7 問 不動産の物権変動に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ

ているものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａはその所有する甲土地をＢに売り渡したが，その旨の所有権の移転の登記がされ

ない間に，ＡがＣと通謀して甲土地をＣに売り渡した旨を仮装し，ＡからＣへの所有

権の移転の登記がされた。その後，Ｃが死亡してその相続人であるＤがＣの財産を単

独で相続し，ＣからＤへの所有権の移転の登記がされた場合には，Ｂは，Ｄに対し，

甲土地の所有権を主張することができる。 

イ Ａはその所有する甲土地をＢに売り渡したが，その旨の所有権の移転の登記がされ

ない間に，Ａが甲土地をＣに売り渡してその旨の所有権の移転の登記がされ，さら

に，Ｃが甲土地をＤに売り渡してその旨の所有権の移転の登記がされた。この場合に

は，Ｃが背信的悪意者に当たるときでも，Ｄは，Ｂとの関係でＤ自身が背信的悪意者

と評価されない限り，Ｂに対し，甲土地の所有権を主張することができる。 

ウ Ａの所有する甲土地を承役地とし，Ｂの所有する乙土地を要役地とする通行地役権

が設定されたが，その旨の登記がされない間に甲土地がＣに譲渡された。この場合に

おいて，譲渡の時に，甲土地がＢによって継続的に通路として使用されていることが

その位置，形状，構造等の物理的状況から客観的に明らかであり，かつ，Ｃがそのこ

とを認識していたときであっても，Ｃが通行地役権が設定されていることを知らな

かったときは，Ｂは，Ｃに対し，通行地役権を主張することができない。 

エ ＡとＢが共有する甲建物について，Ｂが自己の持分をＣに売り渡したが，その旨の

所有権の移転の登記がされていない場合には，Ｃは，Ａに対し，自己の持分の取得を

主張することができない。 

オ Ａはその所有する未登記の甲建物をＢに売り渡したが，その旨の所有権の移転の登

記がされない間に，Ａが甲建物についてＡ名義で所有権の保存の登記をし，Ｃを抵当

権者とする抵当権を設定してその旨の登記をした場合には，Ｃは，Ｂに対し，甲建物

の抵当権を主張することができない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 8 問 Ａの所有するパソコン（以下｢動産甲｣という。）の取引に関する次のアからオまでの記

述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれ

か。 

ア Ａが動産甲をＢに貸していたところ，Ｂの家から動産甲を盗んだＣが，自己の所有

物であると偽って，Ｃが無権利者であることについて善意無過失のＤに動産甲を売り

渡した場合には，Ｂは，盗難の時から 2 年以内であれば，Ｄに対して動産甲の返還を

請求することができる。 

イ Ａから動産甲を詐取したＢが，自己の所有物であると偽って，Ｂが無権利者である

ことについて善意無過失のＣに動産甲を売り渡した場合には，Ａは，詐取された時か

ら 2 年以内であれば，Ｃに対して動産甲の返還を請求することができる。 

ウ Ａの家から動産甲を盗んだＢが，自己の所有物であると偽って，Ｂが無権利者であ

ることについて善意無過失のＣに代物弁済により動産甲を引き渡した場合には，Ａ

は，盗難の時から 2 年を経過した後であっても，Ｃに対して動産甲の返還を請求する

ことができる。 

エ Ａの家から動産甲を盗んだＢが，自己の所有物であると偽って，公の市場におい

て，Ｂが無権利者であることについて善意無過失のＣに動産甲を売り渡した場合にお

いて，ＡがＣに対して動産甲の返還を請求する前に動産甲が滅失したときは，Ａは，

盗難の時から 2 年以内であれば，Ｃに対して動産甲の回復に代わる賠償を請求するこ

とができる。 

オ Ａの家から動産甲を盗んだＢが，自己の所有物であると偽って，公の市場におい

て，Ｂが無権利者であることについて善意無過失のＣに動産甲を売り渡した場合に

は，ＡがＣに対して盗難の時から 2 年以内に動産甲の返還を請求し，Ｃが動産甲をＡ

に返還した後であっても，Ｃは，Ａに対して，ＣがＢに支払った代価の弁償を請求す

ることができる。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第 9 問 動産の占有権に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記

1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａは，Ａが所有し占有する動産甲をＢに売却し，同時に，動産甲について，Ｂとの

間で，Ｂを貸主，Ａを借主とする使用貸借契約を締結した。この場合において，Ａが

以後Ｂのために動産甲を占有する旨の意思表示をしたときは，Ｂは，動産甲の占有権

を取得する。 

イ Ａは，Ｂが所有しＣに寄託している動産甲をＢから買い受け，自らＣに対し以後Ａ

のために動産甲を占有することを命じ，Ｃがこれを承諾した。この場合には，Ｂの動

産甲の占有権は，Ａに移転する。 

ウ Ａは，Ｂが所有しＡに寄託している動産甲をＢから買い受け，その代金を支払っ

た。この場合には，Ａの動産甲に対する占有の性質は，所有の意思をもってする占有

に変更される。 

エ Ａは，Ｂが所有しＡに賃貸している動産甲について，Ｂの承諾を得て，動産甲の賃

借権をＣに譲渡した。この場合には，Ａは，動産甲のＣへの引渡しがされていないと

きであっても，動産甲の占有権を失う。 

オ Ａが所有しＢに寄託している動産甲について，Ｂによる動産甲の占有の効果はＡに

帰属することから，Ｂは，動産甲の占有権を取得しない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第10問 地上権者が土地の所有者に定期の地代を支払わなければならない地上権に関する次の

1から 5までの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものは，どれか。 

1 地上権者は，設定行為で存続期間を定めなかったときは，いつでもその権利を放棄

して，放棄後に期限の到来する地代の支払義務を免れることができる。 

2 竹木の所有を目的とする地上権の地上権者は，その権利が消滅した時には，土地上

に植林した竹木を収去する権利を有するが，土地を原状に復する義務は負わない。 

3 地上権者は，地上権の目的となっている土地の所有者の承諾を得なければ，その土

地を第三者に賃貸することができない。 

4 地上権の設定行為で 50 年より長い存続期間を定めたときは，その地上権の存続期

間は 50 年となる。 

5 地上権者が引き続き 2 年以上地代の支払を怠ったときは，その土地の所有者は，地

上権の消滅を請求することができる。 
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第11問 先取特権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 動産売買の先取特権の目的物に質権が設定された場合，当該質権は，当該動産売買

の先取特権に優先する。 

イ 不動産の工事の先取特権は，工事によって不動産の価格が一旦増加した場合には，

先取特権の行使時点において当該価格の増加が現存しないときであっても，行使する

ことができる。 

ウ 動産売買の先取特権の目的物である動産が第三者に売却された場合には，その引渡

しが占有改定の方法によりされたときであっても，先取特権者は，その動産に対して

先取特権を行使することができない。 

エ 動産売買の先取特権の目的である動産を用いて当該動産の買主が請負工事を行った

としても，請負代金債権の全部又は一部を当該動産の転売による代金債権と同視する

に足りる特段の事情がある場合には，先取特権者は，その部分の請負代金債権につい

て物上代位権を行使することができる。 

オ 登記されていない一般の先取特権は，登記されていない抵当権と同一の順位とな

る。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第12問 ＡのＢに対する金銭債権を担保するために，Ｃの所有する甲建物を目的とする抵当権

が設定された場合に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ｃの行為により甲建物の価格が減少しても，甲建物の残存価値がＡのＢに対する金

銭債権の弁済のために十分である場合には，Ａは，Ｃに対して不法行為に基づく損害

賠償請求をすることができない。 

イ Ｄが甲建物を不法占有している場合には，Ａは，Ｃに対して有する甲建物を適切に

維持又は保存するよう求める請求権を保全するためであっても，ＣのＤに対する妨害

排除請求権を代位行使することができない。 

ウ Ｃが甲建物をＤに賃貸した後，Ｃの承諾を得てＤがＥに甲建物を転貸した場合に

は，Ａは，ＤのＥに対する甲建物の賃料債権について物上代位権を行使することがで

きる。 

エ ＡのＢに対する金銭債権をＤが保証した場合において，その保証債務を履行してい

ないときには，Ｄの求償権を被担保債権として甲建物を目的とする抵当権を設定する

ことはできない。 

オ Ｃが甲建物をＤに賃貸し，敷金が授受された後，Ａが甲建物から生じる賃料債権に

ついて物上代位権を行使し，甲建物の未払の賃料債権を差し押さえた場合において，

ＣＤ間の賃貸借契約が終了し，甲建物が明け渡されたときは，甲建物の未払の賃料債

権は，敷金の充当によりその限度で当然に消滅する。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 

 



 

 
- 19 - 

第13問 法定地上権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っている

ものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａが，その所有する更地である甲土地にＢのために抵当権を設定した後，甲土地上

に乙建物を建築し，その後，抵当権が実行され，Ｃが甲土地の所有者になった。この

場合，ＡとＢが抵当権設定当時，将来Ａが甲土地上に建物を建築したときは競売の時

に地上権を設定したものとみなすとの合意をしていたとしても，乙建物のための法定

地上権は成立しない。 

イ Ａが，その所有する更地である甲土地にＢのために抵当権を設定した後，甲土地上

に乙建物を建築し，さらに甲土地にＣのために抵当権を設定し，その後，Ｃの申立て

により抵当権が実行され，Ｄが甲土地の所有者になった。この場合，ＡＢ間の抵当権

設定当時，ＢがＡによる乙建物の建築に同意していたときは，乙建物のための法定地

上権が成立する。 

ウ Ａが，Ｂの所有する甲土地をＢから買い受けて，甲土地上に乙建物を建築し，甲土

地について所有権の移転の登記をする前に，乙建物にＣのために抵当権を設定し，そ

の後，その抵当権が実行され，Ｄが乙建物の所有者になったときは，乙建物のための

法定地上権は成立しない。 

エ Ａの所有する甲土地及び甲土地上の乙建物にＢのための共同抵当権が設定された

後，乙建物が取り壊され，甲土地を賃借したＣが丙建物を新築した。この場合，甲土

地についての抵当権が実行され，Ｄが甲土地の所有者になったときは，丙建物のため

の法定地上権は成立しない。 

オ Ａが，その所有する甲土地にＢのために抵当権を設定した当時，甲土地上にＡ及び

Ｃが共有する乙建物が存在し，その抵当権が実行され，Ｄが甲土地の所有者になった

ときは，乙建物のための法定地上権が成立する。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第14問 甲土地(価額 4000万円)及び乙土地(価額 6000万円)についてＡのＢに対する債権(債

権額 5000万円)を担保するために第 1順位の共同抵当権が設定された後，甲土地につい

てＣのＢに対する債権(債権額 6000万円)を担保するために第 2順位の抵当権が設定さ

れ，乙土地についてＤのＢに対する債権(債権額 4000万円)を担保するために第 2順位

の抵当権が設定された場合に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照ら

し正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

なお，各債権の利息その他の附帯の債権及び執行費用は，考慮しないものとする。 

ア 甲土地及び乙土地をＢが所有する場合において，Ａが乙土地に設定された抵当権を

実行してその代価から 5000万円の配当を受けた後，Ｃが甲土地に設定された抵当権

を実行したときは，Ｄは，甲土地の代価から 3000万円の配当を受けることができる。 

イ 甲土地及び乙土地をＥが所有する場合において，Ａが甲土地に設定された抵当権を

放棄した後に，乙土地に設定された抵当権が実行されたときは，Ｄは，乙土地の代価

から 3000万円の配当を受けることができる。 

ウ 甲土地をＥが，乙土地をＢが所有する場合において，Ａが甲土地に設定された抵当

権を実行してその代価から 4000万円の配当を受けた後，Ａが乙土地に設定された抵

当権を実行したときは，Ｃは，乙土地の代価から 4000万円の配当を受けることがで

きる。 

エ 甲土地をＥが，乙土地をＢが所有し，ＡＥ間に「Ｅが弁済等によって取得する権利

は，ＡとＢとの取引が継続している限りＡの同意がなければ行使しません。」との特約

がある場合において，Ａが甲土地に設定された抵当権を実行してその代価から 4000

万円の配当を受けた後，Ａが乙土地に設定された抵当権を実行したときは，Ｃは，乙

土地の代価から配当を受けることができない。 

オ 甲土地をＥが，乙土地をＢが所有し，ＡＥ間に｢Ｅは，Ａがその都合によって担保

又はその他の保証を変更，解除しても免責を主張しません｡｣との特約がある場合にお

いて，Ａが乙土地に設定された抵当権を放棄した後，ＦがＥから甲土地を買い受けた

ときは，Ｆは，甲土地に設定されたＡの第 1 順位の抵当権の抹消登記手続を請求する

ことができる。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第15問 譲渡担保に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 不動産の譲渡担保権者が，その不動産に設定された先順位の抵当権の被担保債権を

代位弁済したことによって取得する求償債権は，譲渡担保設定契約に特段の定めがな

い限り，譲渡担保権によって担保されるべき債権の範囲に含まれない。 

イ 譲渡担保権設定者は，譲渡担保権者が清算金の支払又はその提供をせず，清算金が

ない旨の通知もしない間であっても，譲渡担保権者に対し受戻権行使の利益を放棄す

ることにより清算金の支払を請求することができる。 

ウ 帰属清算型の譲渡担保においては，債権者が清算金の支払若しくはその提供又は清

算金がない旨の通知をせず，かつ，債務者も債務の弁済をしないうちに，債権者が目

的不動産を第三者に売却したときは，その時点を基準として清算金の有無及びその額

が確定される。 

エ 譲渡担保権の目的不動産が，譲渡担保権設定者が賃借する土地に建てられた建物で

あり，譲渡担保権者が当該建物の引渡しを受けて使用又は収益をするときであって

も，いまだ譲渡担保権が実行されておらず，譲渡担保権設定者による受戻権の行使が

可能な状態にある間は，敷地について賃借権の譲渡又は転貸は生じていないから，土

地賃貸人は，賃借権の無断譲渡又は無断転貸を理由として土地賃貸借契約の解除をす

ることはできない。 

オ 将来発生すべき債権を目的とする譲渡担保契約が締結された場合，債権譲渡の効果

の発生を留保する特段の付款がない限り，譲渡担保権の目的とされた債権は譲渡担保

契約によって譲渡担保権設定者から譲渡担保権者に確定的に譲渡されており，譲渡担

保権者は，譲渡担保権の目的とされた債権が将来発生した際に，特段の行為を要する

ことなく，その債権を担保の目的で取得する。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第16問 債務の不履行による損害賠償に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に

照らし正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 金銭債務の不履行が不可抗力による場合であっても，債務者は，その金銭債務の遅

延損害金を支払わなければならない。 

イ 債務の不履行について損害賠償の額の予定があっても，債権者は，債務の不履行に

よって被った損害額がその予定額を超えることを立証すれば，その超過する部分につ

いて損害賠償の請求をすることができる。 

ウ 当事者が金銭でないものを損害の賠償に充てるべき旨を予定した場合には，その合

意は，有効である。 

エ 貸金債務について年 3パーセントの利率で利息を支払うとの約定がある場合におい

て，貸金債務の遅延損害金について利率の約定がないときは，遅延損害金の額は年 3

パーセントの利率により定まる。 

オ 債務者の責めに帰すべき事由により債務の履行が遅滞している間にその債務が履行

不能となったとしても，その履行不能が債務者の責めに帰することができない事由に

よるときは，債務者は，その履行不能につき損害賠償責任を負わない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第17問 連帯債務と連帯保証との異同に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの

組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 連帯債務者の一人に対して履行の請求をした場合には，他の連帯債務者に対して

も，消滅時効の中断の効力を生ずる。また，主たる債務者に対して履行の請求をした

場合には，連帯保証人に対しても，消滅時効の中断の効力を生ずる。 

イ 連帯債務者の一人に対してした債務の免除は，他の連帯債務者の利益のためにもそ

の効力を生ずる。また，連帯保証人に対してした債務の免除は，主たる債務者の利益

のためにもその効力を生ずる。 

ウ 連帯債務者の一人が自らの債権を自働債権として相殺をした場合には，債権は，他

の連帯債務者の利益のためにも消滅する。また，連帯保証人が自らの債権を白働債権

として相殺をした場合には，債権は，主たる債務者の利益のためにも消滅する。 

エ 連帯債務者の一人が死亡し，その連帯債務を債権者が相続した場合には，その連帯

債務者が弁済をしたものとみなされる。他方で，連帯保証人が死亡し，その保証債務

を債権者が相続した場合には，その連帯保証人が弁済をしたものとはみなされない。 

オ 連帯債務者は，他の連帯債務者に弁済をしたことを通知しなかった場合には，既に

弁済があったことを知らずにその後に弁済をした他の連帯債務者からの求償に応じな

ければならない。他方で，主たる債務者は，主たる債務者の委託を受けて保証をした

連帯保証人に弁済をしたことを通知しなかった場合であっても，既に弁済があったこ

とを知らずにその後に弁済をしたその連帯保証人からの求償に応じる必要はない。 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第18問 Ａは，その所有する甲土地をＢに賃貸し，その後，Ｃに対して甲土地を譲渡した。次

の対話は，この事例に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次のアか

らオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

教授： そもそも，賃借人Ｂは，賃貸人Ａに対して，自己の賃借権に対抗力を付与すべ

く，賃借権の登記をするように請求することができるでしょうか。 

学生：ア 契約で別段の定めをしない限り，賃借権の登記をするように請求することは

できません。 

教授： それでは，ＡがＣに甲土地を譲渡したのは，Ｂが賃借権について対抗要件を具

備した後であったとします。この場合には，Ａが有していた賃貸人たる地位は，

Ｂの承諾がなくても当然にＣに移転するのでしょうか。 

学生：イ 賃貸人たる地位は，賃借人の承諾がなくても，当然に譲受人に移転します。 

教授： Ｂが賃借権について対抗要件を具備していない場合であっても，甲土地の譲渡

に先立ってＡとＣが合意することにより，譲渡の際，Ａが有している賃貸人たる

地位を，Ｂの承諾なく，Ｃに移転させることができるでしょうか。 

学生：ウ 賃貸人たる地位は，賃貸借の目的物の譲渡人と譲受人が合意したとしても，

賃借人の承諾がない以上は，移転させることができません。 

教授： 次に，甲土地の譲渡に伴ってＡの賃貸人たる地位がＣに移転した場合を前提と

して質問します。甲土地についてＡからＣに対する所有権の移転の登記がされて

いない場合にも，ＢはＣからの賃料の支払の請求を拒むことができないのでしょ

うか。 

学生：エ この場合には，Ｂは，Ｃからの賃料請求を拒むことができます。 

教授： 最後に，ＢがＡに対して交付していた敷金について質問します。甲土地の譲渡

に伴ってＡの賃貸人たる地位がＣに移転し，ＡからＣに対する所有権の移転の登

記もされた場合には，Ｂは，誰に対して，敷金の返還を請求することになります

か。 

学生：オ 賃貸人たる地位は移転していますが，敷金の返還については，敷金契約を締

結した相手方であるＡに対して請求することになります。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第19問 次の対話は，不法行為による損害賠償に関する教授と学生との対話である。教授の質

問に対する次のアからオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組

合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

教授： Ａが運転する自動車とＢが運転する自動車とが衝突した事故によって，Ａが負

傷し，Ｂの自動車が破損したとします。この事故(以下｢本件事故 1 ｣という｡)の

発生について，Ｂに過失があった場合には，ＡはＢに対して不法行為による損害

賠償請求をすることができますが，Ｂは，その損害賠償債権を受働債権とする相

殺をＡに対抗することができますか。 

学生：ア 本件事故 1 によってＢがＡに対して取得した損害賠償債権を自働債権として

相殺をするのであれば，ＢはＡに対して相殺を対抗することができます。 

教授： 本件事故 1 において，Ａは首を負傷しましたが，Ａは平均的体格に比べて首が

長く，Ａには頸椎の不安定症という身体的特徴があったとします。この身体的特

徴は疾患と評価することができるようなものではなかった場合に，裁判所は，こ

のようなＡの身体的特徴を考慮して，損害賠償の額を減額することはできるで

しょうか。 

学生：イ この場合には，損害賠償の額を減額することはできません。 

教授： さて，本件事故 1 においては，Ａが運転する自動車に同乗していたＡの妻Ｃも

負傷していたとします。この場合において，ＣがＢに対して不法行為による損害

賠償請求をしたときに，裁判所は，本件事故 1 の発生についてＡに過失があった

ことを理由として過失相殺をすることはできるでしょうか。 

学生：ウ 被害者であるＣ自身に過失がない場合には，過失相殺をすることはできませ

ん。 

教授： 事例を変えて，Ｄが自動車の運転中に脇見をしていたところ，折悪しく左右を

確認せずに歩行者Ｅが飛び出してきたため，Ｅをひいてしまい，死亡したＥの遺

族であるＦがＤに対してＥの死亡について不法行為による損害賠償請求をすると

いう事例について考えてみましょう。この事故(以下｢本件事故 2 ｣という｡)にお

いて，Ｅを被保険者とする生命保険金をＦが受け取っていたとします。ＦがＤに

対してＥの死亡について不法行為による損害賠償請求をした場合に，Ｆが受け

取った生命保険金の額を損害賠償の額から控除することができるでしょうか。 

学生：エ Ｆが生命保険金を受け取っていたとしても，その生命保険金の額を損害賠償

の額から控除することはできません。 

教授： 本件事故 2 において，Ｅは小学生であり，自己の行為の責任を弁識するに足り 
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る知能はないものの，事理を弁識するに足りる知能は有していたとします。裁判

所は，Ｅに左右を確認していないという過失があったことを理由として過失相殺

をすることができるでしょうか。 

学生：オ Ｅには自己の行為の責任を弁識するに足りる知能がありませんので，過失相

殺をすることができません。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第20問 内縁関係に関する次の 1から 5までの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいもの

は，どれか。 

1 Ａの内縁の妻であったＢが内縁関係解消の日から 300日以内に出産した子Ｃは，Ａ

の子と推定されるから，ＡＣ間には，Ａの認知を要することなく父子関係が成立す

る。 

2 ＡＢ間で内縁関係が成立した当時Ａが 18歳であった場合には，Ａは，内縁関係の

成立によって成年に達したものとみなされる。 

3 ＡＢ間で成立した内縁関係がＡの死亡により解消した場合には，Ｂは，Ａの相続人

に対し，離婚に伴う財産分与に関する規定の類推適用に基づいて相続財産に属する財

産の分与を請求することはできない。 

4 ＡＢ間で成立した内縁関係がＡにより正当な理由なく破棄されたためＢが精神的損

害を被った場合でも，Ｂは，Ａに対し，不法行為に基づき損害賠償請求をすることは

できない。 

5 内縁関係にあるＡとＢは，甲建物につき各自 2分の 1の共有持分を有しており，甲

建物に居住していた。その後Ａが死亡してＣが単独で相続した場合には，Ｂは，引き

続き甲建物に居住することができるが，Ｃに対し，相続開始の時から甲建物の賃料相

当額の 2分の 1に相当する額を支払う義務を負う。 
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第21問 財産管理権に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

ア 親権を行う者は，自己のためにするのと同一の注意をもって，子の財産を管理しな

ければならない。 

イ 親権者による子の財産の管理が不適当であり，子の利益を害する場合であっても，

親権のうち管理権のみを喪失させることはできない。 

ウ 未成年後見人が数人あるときは，家庭裁判所は，その中から，職権で，未成年被後

見人の財産を管理する者を定めなければならない。 

エ 成年後見人は，成年被後見人に代わってその居住用建物を売却するには，家庭裁判

所の許可を得なければならない。 

オ 後見人は，後見の事務を行うために必要な費用であっても，被後見人の財産からそ

の支払をするには，家庭裁判所の許可を得なければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 
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第22問 Ａを被相続人とする相続と登記に関する次の 1から 5までの記述のうち，判例の趣旨

に照らし正しいものは，どれか。 

なお，いずれの事例においても，Ａが死亡した当時，Ａには，亡妻との間の子である

Ｂ及びＣがいたが，他に親族はいなかったものとする。 

1 Ａは，その所有する甲土地をＢに相続させる旨の遺言をした。Ａが死亡した後，Ｃ

の債権者であるＤは，甲土地につきＢ及びＣが各 2分の 1の持分を有する旨の相続登

記をした上でＣの持分を差し押さえた。この場合に，Ｂは，Ｄに対し，登記なくして

甲土地全部の所有権の取得を対抗することができない。 

2 Ａが死亡した後，Ｂ及びＣは，遺産分割協議において，ＢがＡの遺産である甲土地

の所有権を取得することに合意した。その後，Ｃは，Ｄに対し，甲土地の 2分の 1の

持分を売却し，その旨の所有権の移転の登記をした。この場合に，Ｂは，Ｄに対し，

登記なくして甲土地全部の所有権の取得を対抗することができる。 

3 Ａが死亡した後，Ｃが相続の放棄をした。Ｃの債権者であるＤは，Ａの遺産である

甲土地につきＢ及びＣが各 2分の 1の持分を有する旨の相続登記をした上でＣの持分

を差し押さえた。この場合に，Ｂは，Ｄに対し，登記なくして甲土地全部の所有権の

取得を対抗することができない。 

4 Ａは，Ｂに対してＡ所有の甲土地を贈与したが，その旨の所有権の移転の登記がさ

れないまま，Ｃに対して甲土地を遺贈する旨の遺言をし，その後に死亡した。この場

合に，Ｂは，Ｃに対し，登記なくして甲土地全部の所有権の取得を対抗することがで

きない。 

5 Ａが死亡した後，Ｃは，Ｂに無断で，Ａの遺産である甲土地につきＣが単独で相続

した旨の登記をし，甲土地をＤに売却してその旨の所有権の移転の登記をした。この

場合に，Ｂは，Ｄに対し，登記なくして甲土地の 2分の 1の持分の取得を対抗するこ

とができない。 
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第23問 遺留分に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

ア 建物の贈与について受贈者が遺留分減殺請求を受けた場合には，その受贈者は，そ

の建物のほか，その建物について相続が開始した日以後に取得した法定果実を返還し

なければならない。 

イ 受贈者及び受遺者は，減殺を受けるべき限度において，贈与又は遺贈の目的の価額

を遺留分権利者に弁償して返還の義務を免れることができる。 

ウ 被相続人の配偶者が相続の放棄をした場合には，当該配偶者は，遺留分減殺請求を

することができない。 

エ 遺留分権利者は，相続の開始前に，遺留分の放棄をすることはできない。 

オ 遺留分権利者の一人が遺留分の放棄をした場合でも，他の遺留分権利者の遺留分に

変動はない。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 
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第24問 間接正犯に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａは，是非弁別能力はあるものの 13歳である息子Ｂに対し，通行人を刃物で脅し

て現金を奪って小遣いにすればいいと促し，Ｂは，小遣い欲しさから，深夜，道を歩

いていた女性Ｃにナイフを突きつけて現金 2万円を奪った。この場合，Ａには，強盗

罪の間接正犯は成立しない。 

イ Ａは，Ｂに対し，執拗に暴行を加えながら，車に乗ったまま海に飛び込んで自殺す

るよう要求し，Ａの指示に従うしかないという精神状態にまで追い詰められたＢは，

Ａの目前で，車を運転して漁港の岸壁から海に飛び込んで溺死した。この場合，Ａに

は，自殺教唆罪の間接正犯が成立する。 

ウ Ａは，知人Ｂを殺害しようと考え，毒入りの和菓子が入った菓子折を用意し，その

事情を知らないＡの妻Ｃに対し，その菓子折をＢ宅の玄関前に置いてくるよう頼んだ

が，Ａの言動を不審に思ったＣは，Ｂ宅に向かう途中でその菓子折を川に捨てた。こ

の場合，Ａには，殺人未遂罪の間接正犯は成立しない。 

エ Ａは，多額の借金のために将来を悲観し，毒薬を調達した上で，妻Ｂに心中を持ち

かけ，それに同意したＢにその毒薬を渡したところ，先にＢが毒薬を飲んで死亡し，

続いてＡも致死量を超える毒薬を飲んだが，嘔吐して死亡することができなかった。

この場合，Ａには，殺人罪の間接正犯が成立する。 

オ Ａは，Ｂが同人所有の空き地に自動車の中古部品を多数保管していることを知り，

Ｂに無断で，金属回収業者Ｃに対し，その中古部品が自己のものであるかのように

装って売却し，Ｃは，その中古部品を自己のトラックで搬出した。この場合，Ａに

は，窃盗罪の間接正犯は成立しない。 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第25問 窃盗罪に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組

合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａは，飲食代金を踏み倒すつもりで，金を持たずに居酒屋に一人で行き，飲食物を

注文して飲み食いし，残ったおにぎり三つを上着の下に隠した上で，店員に対して，

｢トイレに行ってきます｣と告げ，その居酒屋の外にあったトイレに行くように装って

そのまま立ち去った。この場合，Ａには，窃盗罪は成立しない。 

イ Ａは，隣家に住むＢ所有の自動車にエンジンキーが付いたままになっていることに

気付き，その自動車を運転してみたいと考え，深夜，Ｂに無断で，その自動車に乗っ

て約 5 時間ドライブし，その後，元の場所に戻しておいた。この場合，Ａには，窃盗

罪は成立しない。 

ウ Ａは，電車内で隣に座っていたＢが，座席に携帯電話を置き忘れたまま立ち上が

り，次の駅で降車しようとしてドアの方に向かったので，その携帯電話が欲しくな

り，それを自己のカバンの中に入れたところ，間もなくＢが携帯電話を置き忘れたこ

とに気付いて座席に戻ってきた。この場合，Ａには，窃盗罪は成立しない。 

エ 金融業者であるＡは，Ｂとの間で，Ｂ所有の自動車の買戻特約付売買契約を締結し

て代金を支払い，その自動車の管理者は引き続きＢとしていたが，Ｂが買戻権を喪失

した後，密かに作成したスペアキーを利用して，Ｂに無断でその自動車をＢの駐車場

からＡの事務所に移動させた。この場合，Ａには，窃盗罪は成立しない。 

オ Ａは，会社の同僚Ｂの営業成績が上がったことをねたみ，Ｂが職務上保管する物を

投棄してＢを困らせてやろうと考え，社外秘の顧客情報が記録されてＢが保管してい

た電磁的記録媒体をＢの机の引出しの中から勝手に持ち出し，付近の川に投げ捨て

た。この場合，Ａには，窃盗罪は成立しない。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第26問 国家的法益に対する罪に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし

正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａは，美術館から絵画 10点を一人で盗み出して自宅に保管していたところ，警察

がＡを犯人として疑っていることを知り，自宅を捜索されることを恐れて，その絵画

を全て切り刻んでトイレに流した。この場合，Ａには，証拠隠滅罪が成立する。 

イ Ａは，殺人事件の被疑者としてＢに対する逮捕状が発付されていることを知りなが

ら，Ｂから懇願されたため，Ｂを自宅に 3か月間かくまった。この場合，Ａには，犯

人蔵匿罪は成立しない。 

ウ Ａは，友人Ｂが自動車を運転中に人身事故を起こしたにもかかわらず逃走したこと

を知り，Ｂの身代わりとなろうと考え，自ら警察署に出頭し，自己が犯人であると警

察官に申告した。この場合，Ａには，犯人隠避罪が成立する。 

エ Ａは，被告人Ｂによる傷害事件の公判で証言した際，実際は目撃などしていないの

に，Ｂの犯行状況を想像して証言したが，その後，他の証拠により，Ａの証言どおり

の事実であることが明らかとなった。この場合，Ａには，偽証罪は成立しない。 

オ Ａは，友人Ｂが犯した殺人事件について，その目撃者Ｃが警察に協力すれば，Ｂが

逮捕されてしまうと考え，それを阻止するため，Ｃに現金を与えて国外に渡航させ，

国外で 5 年間生活させた。この場合，Ａには，証拠隠滅罪が成立する。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 27 問から第 34 問までの試験問題については，問題文に明記されている場合を除き，定

款に法令の規定と異なる別段の定めがないものとして，解答してください。 
 

第27問 株式会社の設立に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 設立時発行株式を引き受ける者の募集をする場合において，設立時発行株式の数を

定款で定めていないときは，発起人は，設立時募集株式に関する事項を定める時まで

に，その全員の同意によって，定款を変更して設立時発行株式の数の定めを設けなけ

ればならない。 

イ 発起人は，設立時募集株式を，申込者が引き受けようとする設立時募集株式の数に

応じて，均等に割り当てなければならない。 

ウ 株式会社の存続期間は，株式会社の成立後であっても，定款に定めることができ

る。 

エ 設立時募集株式の引受人がその払込金額の全額の払込みを仮装した場合において，

払込みを仮装することに関与した発起人が当該払込金額の全額を支払ったときは，当

該発起人は，払込みを仮装した設立時発行株式について，設立時株主及び株主の権利

を行使することができる。 

オ 公証人の認証を受けた定款を株式会社の成立後に変更する場合には，公証人の認証

を受ける必要がない。 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 
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第28問 次の対話は，株式の担保化に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する

次のアからオまでの学生の解答のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのう

ち，どれか。 

教授： 株主名簿に質権についての記載がされている登録株式質と質権についての記載

がされていない略式株式質とでは，剰余金の配当によって株主が受けることので

きる財産に質権が存在するかどうかについて違いがありますか。 

学生：ア 登録株式質の場合には，質権は，剰余金の配当によって株主が受けることの

できる財産についても存在しますが，略式株式質の場合には，質権は，当該財

産については存在しません。 

教授： 株券発行会社が，その株式に係る株券を発行する旨の定款の定めを廃止し，当

該株券が無効となった場合には，略式株式質はどうなりますか。 

学生：イ その場合には，質権は消滅します。 

教授： では，株券発行会社が，その株式に係る株券を発行する旨の定款の定めを廃止

しようとする場合に，略式株式質権者としてできることはありますか。 

学生：ウ 略式株式質権者は，定款の変更がその効力を生ずる日の前日までの間，株券

発行会社に対し，自己の氏名等を株主名簿に記載することを請求することがで

きます。 

教授： 株券発行会社の株式の担保化の方法としては，質権の設定のほか，譲渡担保の

設定がありますね。譲渡による株式の取得について株式会社の承認を要する旨の

定款の定めが設けられている場合には，株式会社の承認を得ていない譲渡担保の

設定は，当事者間でその効力を生じますか。 

学生：エ はい。判例の趣旨によれば，株式を譲渡担保に供することは，株式の譲渡に

当たると解すべきであるから，株式の譲渡につき定款による制限のある場合

に，株式が譲渡担保に供されることにつき株式会社の承認を得ていなくとも，

当事者間では，有効なものとして，株式の権利移転の効力を生じます。 

教授： では，株券発行会社が，自己の株式について質権の設定を受ける場合と譲渡担

保の設定を受ける場合とでは，何か違いがありますか。 

学生：オ 質権の設定を受ける場合には，自己の株式の取得には該当しません。これに

対し，譲渡担保の設定を受ける場合には，自己の株式の取得に該当することか

ら，株主総会の決議が必要となります。 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 
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第29問 単元株制度に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1

から 5までのうち，どれか。 

なお，種類株式発行会社である場合は，考慮しないものとする。 

ア 株式会社が定款を変更して単元株式数を減少するには，株主総会の決議によらなけ

ればならない。 

イ 単元未満株式の買取りの請求に応じて行う株式会社の当該単元未満株式の買取りに

より株主に対して交付する金銭の額は，当該買取りがその効力を生ずる日における分

配可能額を超えてはならない。 

ウ 単元未満株式のみを有する株主に対しては，株主総会の招集の通知を発する必要が

ない。 

エ 株式会社は，単元未満株主が単元未満株式について残余財産の分配を受ける権利を

行使することができない旨を定款で定めることができる。 

オ 単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を単元未満株主に売り渡すこ

とを請求することができる旨の定款の定めがない場合には，単元未満株主は，株式会

社に対して，当該請求をすることができない。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 
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第30問 大会社(清算株式会社を除く。）に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っている

ものは，幾つあるか。 

ア 大会社でない株式会社が事業年度の途中において募集株式を発行したことによって

資本金の額が 5 億円以上となった場合には，当該株式会社は，資本金の額が 5 億円以

上となった時から大会社となる。 

イ 大会社でない指名委員会等設置会社は，会計監査人を置かないことができる。 

ウ 会社法上の公開会社でない大会社は，取締役会を置かなければならない。 

エ 会社法上の公開会社であり，かつ，大会社である会計参与設置会社は，監査役会を

置かなければならない。 

オ 会社法上の公開会社であり，かつ，大会社である監査役会設置会社は，社外取締役

を置かなければならない。 

1 1個     2 2個     3 3個     4 4個     5 5個 
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第31問 監査役会設置会社と監査等委員会設置会社との異同に関する次のアからオまでの記述

のうち，正しいものは，幾つあるか。 

ア 監査役会設置会社及び監査等委員会設置会社の取締役会は，いずれも，取締役の過

半数が社外取締役である場合には，その決議によって，重要な業務執行の決定の全部

又は一部を取締役に委任することができる。 

イ 監査役会は，監査役の中から常勤の監査役を選定しなければならない。監査等委員

会も，監査等委員の中から常勤の監査等委員を選定しなければならない。 

ウ 監査役会設置会社の監査役は，株主総会において，取締役の選任について監査役会

の意見を述べることができる。監査等委員会設置会社の監査等委員会が選定する監査

等委員は，株主総会において，監査等委員である取締役以外の取締役の選任について

監査等委員会の意見を述べることができる。 

エ 監査役会設置会社の監査役及び監査等委員会設置会社の監査等委員は，いずれも，

取締役が定款に違反する行為をするおそれがある場合において，当該行為によって会

社に著しい損害が生ずるおそれがあるときは，当該取締役に対し，当該行為をやめる

ことを請求することができる。 

オ 監査役の任期及び監査等委員である取締役の任期は，いずれも，選任後 4 年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。 

1 1個     2 2個     3 3個     4 4個     5 5個 
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第32問 持分会社に関する次の1から5までの記述のうち，正しいものは，どれか。 

1 ある事業年度の利益又は損失は，当該事業年度の終了後に新たに社員となった者に

も，出資の価額に応じて分配される。 

2 持分会社の社員の死亡は，無限責任社員については退社事由に当たるが，有限責任

社員については退社事由に当たらず，当該有限責任社員の相続人が当該有限責任社員

の持分を承継する。 

3 持分会社の社員は，当該持分会社の業務を執行する権利を有しないときであって

も，その業務及び財産の状況を調査する権利を有し，この権利が定款で制限されてい

たとしても，裁判所の許可を得れば，これを行使することができる。 

4 合名会社又は合資会社の社員は，持分の全部を他人に譲渡した場合には，その旨の

登記をする前に生じた当該合名会社又は当該合資会社の債務について，従前の責任の

範囲内でこれを弁済する責任を負うが，合同会社の社員は，持分の全部を他人に譲渡

した場合には，このような責任を負わない。 

5 社員が持分会社に対して社員の責任を追及する訴えの提起を請求した場合におい

て，当該持分会社が当該請求の日から 60日以内に当該訴えを提起しないときは，当

該請求をした社員は，当該持分会社のために，自らが原告となって，当該訴えを提起

することができる。 
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第33問 次の対話は，新設分割に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次の

アからオまでの学生の解答のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，

どれか。 

教授： Ａ株式会社（以下｢Ａ社｣という。）がその事業に関して有する権利義務を新設分

割により設立するＢ株式会社（以下｢Ｂ社｣という。）に承継させる事例を考えてみ

ましょう。まず，Ｂ社は，Ａ社に対し，承継する権利義務に代わる対価を交付し

ないことができますか。 

学生：ア いいえ。Ｂ社は，対価として，Ｂ社が発行する株式（以下｢Ｂ社株式｣とい

う｡)を必ずＡ社に対して交付しなければなりません。 

教授： それでは，Ｂ社は，対価として，譲渡制限株式であるＢ社株式をＡ社に対して

交付することができますか。 

学生：イ はい。ただし，Ａ社が会社法上の公開会社である場合には，Ａ社の株主保護

のため，Ａ社がＢ社に承継させる資産の合計額がいわゆる簡易分割の要件を満

たすときであっても，株主総会の決議によって，新設分割計画の承認を受けな

ければなりません。 

教授： Ｂ社株式をＡ社の株主に対して交付する場合には，どのような手続がとられま

すか。 

学生：ウ Ａ社が新設分割計画においてＢ社株式をＡ社の株主に割り当てる旨を定めれ

ば，Ａ社の株主が新設分割によりＢ社の株主となるため，Ｂ社株式が新設分割

に際してＢ社からＡ社の株主に対して交付されます。 

教授： 新設分割について異議を述べることができない債権者の保護は，どのように図

られますか。 

学生：エ そのような債権者は，Ｂ社に対して，民法上の詐害行為取消権の特則とし

て，承継した財産の価額を限度として債務の履行を請求することができる場合

があります。その場合には，民法上の詐害行為取消権を行使することはできま

せん。 

教授： 最後に，持分会社も，新設分割をすることはできますか。 

学生：オ 合名会社及び合資会社は，新設分割をすることはできません。なお，新設分

割により合名会社又は合資会社を設立することはできます。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 

 



 

 
- 41 - 

第34問 次の対話は，特定責任追及の訴えの制度に関する教授と学生との対話である。教授の

質問に対する次のアからオまでの学生の解答のうち，誤っているものの組合せは，後記 

1 から 5までのうち，どれか。 

教授： 株式会社Ａ(以下｢Ａ社｣という｡)を最終完全親会社等とする株式会社Ｂ(以下

｢Ｂ社｣という｡)が，株式会社Ｃ(以下｢Ｃ社｣という｡)と取引をした結果，Ｂ社の

代表取締役Ｄの責任により，Ｂ社が 10億円の損害を被り，Ｃ社が10億円の利益

を得たという事例を考えてみましょう。Ｂ社Ｃ社間の取引がされた日において，

Ｂ社の株式の帳簿価額は，Ａ社の総資産額の 5分の 1を超えていたものとしま

す。まず，Ａ社の株主であるＥが，代表取締役Ｄに対する特定責任追及の訴えの

提起の請求(以下｢提訴請求｣という｡)をする場合には，どのように提訴請求をす

ることとなりますか。 

学生：ア 提訴請求は，Ａ社を介してＢ社にする必要があります。株主Ｅは，提訴請求

をするに当たり，一定数のＡ社の議決権等を有していることなどが必要となり

ますが，これらを確認することができるのは，Ａ社だからです。 

教授： Ｂ社Ｃ社間の取引により，代表取締役Ｄの責任でＡ社に損害が生じていない場

合でも，株主Ｅは，提訴請求をすることができますか。 

学生：イ その場合には，株主Ｅは，提訴請求をすることができません。株主Ｅが有す

るＡ社の株式の価値に変動は生じておらず，株主Ｅは，Ｂ社の損害に係る代表

取締役Ｄに対する特定責任の追及について利害関係を有しないからです。 

教授： Ｂ社が，代表取締役Ｄの損害賠償責任を株主総会の決議によって一部免除する

には，どの会社の株主総会の決議が必要となりますか。 

学生：ウ その場合には，代表取締役Ｄの損害賠償責任を一部免除することについて，

Ｂ社の株主総会の決議に加えて，Ａ社の株主総会の決議も必要となります。 

教授： 株主Ｅが，代表取締役Ｄに対する特定責任追及の訴えを提起した場合には，株

主Ｅが訴訟告知をしなければならない範囲はどうなりますか。 

学生：エ 株主Ｅは，Ｂ社に加えＡ社に対しても，訴訟告知をしなければなりません。 

教授： では，Ｂ社Ｃ社間の取引がされた後，株主Ｅが提訴請求をする前に，株式交換

が行われ，Ａ社が株式会社Ｆ（以下｢Ｆ社｣という。）の完全子会社等となり，株主

Ｅが，新たにＡ社の最終完全親会社等となったＦ社の株主となったとしましょ

う。Ｂ社Ｃ社間の取引がされた日以後，Ｂ社の株式の帳簿価額がＦ社の総資産額

の 5分の 1を下回っていた場合には，Ａ社がＦ社の完全子会社等となったこと

は，株主Ｅによる提訴請求の可否に影響しますか。 
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学生：オ その場合でも，代表取締役Ｄの特定責任の有無は，Ｂ社Ｃ社間の取引がされ

た日におけるＡ社の総資産額が基準となるため，Ａ社がＦ社の完全子会社等と

なったことは，株主Ｅによる提訴請求の可否に影響しません。 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 
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第35問 商人(小商人，会社及び外国会社を除く。）の支配人に関する次のアからオまでの記述

のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 支配人の代理権は，商人又は支配人が破産手続開始の決定を受けたことによって消

滅する。 

イ 支配人は，商人に代わってその営業に関する裁判外の行為をする権限は有するが，

裁判上の行為をする権限は有しない。 

ウ 支配人が商人の許可を受けないで自ら営業を行ったときは，当該営業によって自己

が得た利益の額は，商人に生じた損害の額と推定される。 

エ 支配人の代理権に加えた制限は，善意の第三者に対抗することができないが，支配

人の代理権に加えた制限の登記の後であれば，当該第三者が正当な事由によってその

登記があることを知らなかったときでない限り，当該第三者に対抗することができ

る。 

オ 商人がその営業所の使用人に営業所長の肩書を付与した場合には，当該商人は，当

該使用人が当該営業所の営業の主任者であって代理権があると信じたことにつき過失

がない第三者に対し，当該使用人が当該第三者との間で締結した当該営業所の営業に

関する契約の無効を主張することができない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 

 

 


